
No.1

主担当 現状 評価の観点 実現状況の達成度判断基準 判定基準 備考

①

基本的な生活習慣を確立するた
め、朝学習の時間を取り入れ、
遅刻防止指導を徹底し、遅刻者
を減らす。

生徒指導課
全職員

遅刻防止指導を毎日継続的に取り組んで
いるため、年々減少はしている。しか
し、常習的に遅刻する生徒が多く年間の
遅刻者の延べ人数が多い。前年度は６ク
ラス中半分の３クラスが無遅刻日数５０
日を達成した。

【成果指標】
生徒の遅刻数が減少する。

無遅刻日数が５０日を越えるクラスが
Ａ　全クラスが達成できた
Ｂ　４つ以上のクラスが達成できた
Ｃ　３つ以上のクラスが達成できた
Ｄ　３クラス未満の達成であった

Ｂに達成しない
とき、取り組み
の見直しをす
る。

2月に調査する。

②

登校時や下校時、また、授業の
挨拶時に大きな声で主体的に挨
拶できるようにする。

生徒指導課
全職員

挨拶をする生徒は増えているが、主体的
に挨拶を行うところまで習慣づけられて
いない。
前年度は６８％とＤ評価であった。

【成果指標】
生徒が習慣的に挨拶できるよう
になったと実感できる。

明るく大きな声で習慣的に挨拶ができ
るようになったと実感できる生徒の割
合が
Ａ　85％以上である
Ｂ　75％以上である
Ｃ　65％以上である
Ｄ　65％未満である

肯定的評価の割
合がＢに達しな
いとき、取り組
みの見直しをす
る。

前期、後期の学
校評価アンケー
ト（生徒）によ
り評価する。

③

いじめを見逃さない学校づくり
のための対応や体制づくりの向
上を図る。

生徒指導課
全職員

後期の「いじめに関するアンケート」で
は「今、いじめられている」という回答
はなかったが、「いじめられたことがあ
る」との回答が数件あり、教職員や生徒
がいじめを見過ごさない学校づくりを意
識して、組織として適切に対応すること
が求められている。

【満足度指標】
いじめ防止基本方針に基づいた
取り組みにより、いじめのサイ
ン等の早期発見、相談や対応方
法を理解しいじめを見逃さない
学校づくりに努める。

いじめを見逃さない学校づくりのため
に、適切な取り組みがされていると実
感できる生徒の割合が
Ａ　85%以上である
Ｂ　85%以上である
Ｃ　65%以上である
Ｄ　65%未満である

Ｂに達しないと
きは、取り組み
方の見直しをす
る。

前期、後期の学
校評価アンケー
ト（生徒）によ
り評価する。

①

ＩＣＴを効果的に活用したり、
アクティブラーニングを取り入
れたりし、深い理解につながる
授業に努める。

教務課
各教科

主体的に授業に参加し、学習内容に対し
て積極的に関わることにより、理解を深
め、学習活動の効果を高める必要があ
る。
前年度は８２％が学力が身に付いたと回
答している。

【満足度指標】
授業を受けて学力が身に付いた
と実感できる。

授業を受けて学力（知識・能力）が身
に付いたと実感できる生徒の割合が
Ａ 95％以上である
Ｂ 90%以上である
Ｃ 80%以上である
Ｄ 80%未満である

肯定的評価の割
合がＢに達しな
いとき、取組方
法の見直しをす
る。

前期、後期の学
校評価アンケー
ト（生徒）によ
り評価する

②

習熟度別や少人数制の学習指導
などを通して、基礎学力の定
着・向上をはかるとともに、生
徒全般の成績向上を図る。

教務課
各学年

社会人として通用する基礎学力及び個々
の進路希望に応じた確かな学力を身に付
けさせる必要がある。
前年度は第１回から第２回の外部模試
で、偏差値が上昇した人数の割合が６
２％であった。（全国偏差値との比較）

【成果指標】
客観的な数値によって、成績が
向上していることが認識でき
る。

外部試験において、成績上昇者の割合
が
Ａ　70％以上であった
Ｂ　65％以上であった
Ｃ　60％以上であった
Ｄ　60％未満であった

Ｂに達しないと
き、取組方法の
見直しをする。

4月、1月に行う
外部試験におい
て判断する。

③

計画的に学習する習慣を身につ
けさせるために、学年・教科に
おいて、日々の宿題を工夫する
ことと、定期考査前の学習指導
を充実させる。

教務課
各学年
各教科

授業や補習、検定試験等の学習に積極的
に取組む生徒がいる一方、授業以外での
学習に取組まない生徒も多いことから、
日々の課題や、個に応じた指導で学習習
慣を促す必要がある。前年度の考査期間
時の平均学習時間は７８分であった。

【成果指標】
定期考査前の学習指導の充実に
より自学自習の習慣を身につけ
ている。

定期考査前における全生徒の平均課外
学習時間が１日あたり
Ａ　100分以上である
Ｂ　80分以上である
Ｃ　60分以上である
Ｄ　60分未満である

Ｂに達しないと
き、学年・教科
において、指導
方法の見直しを
する。

定期試験ごとの
学習時間調査に
より評価する

「産業社会と人間」や「総合的
な学習の時間」をとおして、
キャリア教育の充実をはかる。

進路指導課
各学年

「産業社会と人間」や「総合的な学習の
時間」の前年度総括に基づいた年間計画
を立て、キャリア教育を実施している。

前年度は２年生１月末での具体的進路決
定が７６％であった。

【成果指標】
２年１月末までに、生徒が進学
希望の場合は志望する学校名、
就職希望の場合は希望する職種
等の具体的な進路希望が確定し
ている。

２年生１月末に具体的進路志望が確定
している生徒が
Ａ　95％以上いる
Ｂ　85％以上いる
Ｃ　75％以上いる
Ｄ　75％未満である

Ｂに達しないと
き、取組の見直
しをする。

進路面談カード
の記録および進
路希望調査等に
基づいて評価す
る。

前年度は８３％が将来の進路を考えるた
めの参考になっていると回答している。

【満足度指標】
「産業社会と人間」や「総合的
な学習の時間」は、将来の進路
を考えるための参考になってい
る。

「産業社会と人間」や「総合的な学習
の時間」の授業は自分の将来を考える
上で役立っているという生徒の割合が
Ａ　90％以上である
Ｂ　85％以上である
Ｃ　80％以上である
Ｄ　80％未満である

本年度も肯定的
評価の割合がＢ
の場合、来年度
からの達成度判
断基準の見直し
をする。

前期、後期の学
校評価アンケー
ト（生徒）によ
り評価する

重点目標 具体的取組

④
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2 授業力向上とキャリア
教育の充実に努め、
確かな学力や専門的
な技能の習得と個に
応じた進路実現を目
指す。（アクティブ・
ラーニングとＩＣＴ活用
の推進、互見授業の
充実、プレゼンテー
ション力の育成、明確
な｢本時のねらい｣、発
問の工夫、学び直しに
よる基礎学力の定着、
有用な資格の取得）

基本的生活習慣の確
立を図り、社会に出て
通用する規範意識を
育む。（朝学習の導
入、登校指導と挨拶運
動の推進、服装容儀・
接遇の指導、家庭との
連携強化、いじめの防
止）
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No.2

主担当 現状 評価の観点 実現状況の達成度判断基準 判定基準 備考重点目標 具体的取組

①

一社会人として「生涯にわたっ
て学習する」態度の基礎を育む
ため、資格取得への挑戦を継続
させる。

進路指導課 一昨年度までの成果指標「１年間に１つ
以上の資格取得に挑戦する」から、昨年
度は「１年間で１つ以上の資格を取得す
る」に改めたためＣ評価４６％であっ
た。学年や系列ごとに資格取得にチャレ
ンジする機会を増やすなど、資格取得の
取り組みを工夫していく。

【成果指標】
１年間に１つ以上の資格を取得
する。

１年間に１つ以上の資格を取得した生
徒が
Ａ　60％以上いる
Ｂ　50％以上いる
Ｃ　40％以上いる
Ｄ　40％未満である

Ｂに達しないと
き、進路指導課
を中心として検
討を加える。

後期の学校評価
アンケート（生
徒）により評価
する

②

様々な背景をもつ個々の生徒理
解に努め、支援できる能力の向
上を目指す。

教育相談
各学年

先生方は生徒の相談に乗り、生徒理解に
努め、支援を行っている様子が見られ
る。全ての生徒の顔がわかるという小規
模校ならではの強みであり、今後一層の
充実が期待される。前年度は７０％で
あった。

【満足度指標】
教職員は、生徒の悩み等に真摯
に耳を傾け、生徒理解に努めて
くれている。

先生は自分のことを理解しようとして
くれているという生徒の割合が
Ａ　80％以上である
Ｂ　75％以上である
Ｃ　70％以上である
Ｄ　70％未満である

肯定的評価の割
合がＢに達しな
いとき、取り組
みの見直しをす
る。

前期、後期の学
校評価アンケー
ト（生徒）の平
均値により評価
する

④

部活動をとおして生徒の活力を
引き出し、自信を持たせること
によって学校の活性化を図る。

生徒指導課
（特活）
各部顧問

１年に全員加入をしているが、実際に参
加している生徒の数は多くはない。１年
生の人数が減ったため部活動も精選し
た。
生徒が自ら積極的に取り組みやすいよう
な部活動の運営に努める必要がある。
前年度の最終加入率は６５％であった。

【成果指標】
意欲的に部活動に取り組む生徒
が増加している。

部活動に取り組む生徒の割合が
Ａ　70％以上である
Ｂ　65％以上である
Ｃ　60％以上である
Ｄ　60％未満である

Ｂに達しない
時、各学年・各
部顧問と連携を
とり対応策を考
える。

前期、後期の学
校評価アンケー
ト（生徒）によ
り評価する。

①

教育に対する多様な保護者・地
域住民の要請にこたえていくた
めに、ＰＴＡや地域に対して本
校ホームページや学校メールを
効果的に活用し、タイムリーな
情報を提供し、開かれた学校づ
くりを推進する。

総務課 ホームページの更新頻度を高めるととも
に内容の充実を図るよう努める。また、
緊急連絡等が生徒・保護者に確実に伝わ
るようメール配信システムへの加入率を
高める必要がある。前年度は８０％の保
護者が役立っていると回答している。

【満足度指標】
多くの生徒・保護者・ＰＴＡ役
員が、本校のホームページや
メール配信の利便性を感じてい
る。

本校のホームページやメール配信が学
校の教育活動を知る上で役立っている
と思う保護者が
Ａ　95％以上である
Ｂ　85％以上である
Ｃ　80％以上である
Ｄ　80％未満である

肯定的評価の割
合がＢに達しな
いとき、取り組
みの見直しをす
る。

前期、後期の学
校評価アンケー
ト（保護者）に
基づいて評価す
る。

②

近隣の小中学校との交流活動や
地域の福祉に係わる活動やボラ
ンティア活動に積極的に参加す
る。

総務課
生徒指導課
（特活）
保健環境課

小中学校との交流や、地域のイベントに
積極的に参加しており、今後さらにボラ
ンティア活動等に参加する生徒を増やし
ていくことで、地域に愛され信頼される
学校を目指していく。前年度の延べ数は
６００人以上であった。

【成果指数】
ボランティア活動や地域の活動
に参加する生徒が増加してい
る。
（生徒数減のため前年度と同数
で評価する）

１年間にボランティア活動や地域の活
動に参加した生徒の数が（延べ人数）
Ａ　600人以上である
Ｂ　500人以上である
Ｃ　300人以上である
Ｄ　300人未満である

Ｂに達しないと
き取組の見直し
をする。

年度末に調査し
て評価する。

①

ワークライフバランス及びタイ
ムマネジメントを意識し、時間
外勤務時間が月８０時間を超え
る教職員ゼロを目指す。

多忙化改善
PT

前年度の時間外勤務時間が月８０時間を
超えた教職員が年間延べ人数で１４人で
あった。平均は約３６時間であるが、特
定の校務分掌での長時間労働が目立って
いる。

【成果指標】
ワークライフバランスを意識
し、時間外勤務時間の縮減に取
り組む。

時間外勤務時間が月８０時間を超える
教職員の１年間の延べ人数が
Ａ　０人である
Ｂ　１～７人である
Ｃ　８～１４人である
Ｄ　１５人以上である

Ｂに達しないと
き取組の見直し
をする。

毎月提出の勤務
時間表の比較に
より評価する。

②

教職員の多忙化改善に向けて、
学校現場における業務改善に積
極的に取り組む。

多忙化改善
PT

若手教職員が多く、ワークライフバラン
スの意識は高いが、職員数が減ったこと
で、日々の業務に追われ、仕事の量的負
担をストレスと感じている現状がある。

【努力指標】
「学校現場における業務改善取
組事例集」等を参考に、業務改
善を行い、時間外勤務の縮減に
取り組むことができている。

学校現場における業務改善の取り組み
が２つ以上実践できた教職員が
Ａ　90％以上である
Ｂ　80％以上である
Ｃ　70％以上である
Ｄ　70％未満である

Ｂに達しないと
き取組の見直し
をする。

前期、後期の学
校評価アンケー
ト（教員）に基
づいて評価す
る。

Ｂに達しないと
き、取組の見直
しをする。

後期の学校評価
アンケート（生
徒）により評価
する

ＫＯＴ（加賀高校おそうじ隊）の参加状
況については、生徒会執行部や部活動単
位での参加が多い。クラス単位や個人や
友達での参加を少しずつ増やしていく。
前年度は５９％であった。

地域に根ざした学校として、教
職員、生徒が一体となり、地域
の清掃などのボランティア活動
に進んで取り組む。

5 教職員のワークライフ
バランス及びタイムマ
ネジメントの意識を高
め、多忙化改善に向
けて時間外勤務縮減
に取り組む。（多忙化
改善ＰＴの立ち上げ、
時間外勤務の実態把
握、業務改善に向けた
課題の洗い出し）

教育活動の成果を積
極的に発信し、家庭や
地域から信頼される学
校づくりを推進する。
（ホームページとメー
ル配信の効果的活
用、小中学校との連携
強化、積極的な学校
公開）

4

保健環境課
生徒指導課
（特活）

地域貢献活動を通し
て、生徒の豊かな人間
性や社会性を醸成し、
自己肯定感を高める。
（ボランティア活動と地
域交流事業の推進、
体験的学習における｢
振り返りシート｣の活
用、部活動と生徒会活
動の活性化）

3

③

【成果指標】
教職員、生徒共に積極的にボラ
ンティア活動に参加する。

年間を通してボランティア活動に参加
したことのある生徒の割合が
Ａ　70％以上である
Ｂ　60％以上である
Ｃ　50％以上である
Ｄ　50％未満である


